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１ 部活動の教育的意義と位置付け 

 

● 教育的意義と位置付けの明確化 

  部活動は、学校が教育活動の一環として計画・実施するものであり、思いやりの心や

自主性・社会性を育み、豊かな人間関係や生涯学習の基礎づくり、生徒の個性・能力の

伸長や体力の向上、健康増進等にとって極めて重要な教育的価値がある。 

部活動をめぐっては、これまでその位置付けが曖昧であることが指摘されてきた。平

成 16 年設置の「部活動基本問題検討委員会」において、その原因は、部活動の歴史的経

緯、活動の任意性、教員のボランティア意識、クラブ活動との混同、関係諸規定の未整

備等にあると分析した。 

このため、東京都教育委員会は、「東京都立学校の管理運営に関する規則」の一部を改

正し、平成 19 年４月から、学校における部活動の位置付けを規則上明確にした。 

東京都立学校の管理運営に関する規則 

（部活動） 

第 12 条の 12 学校は、教育活動の一環として部活動を設置及び運営するものとする。 

２ 校長は、所属職員（事務職員等を除く。）に部活動の指導業務を校務として分掌させることができる。 

３ 校長は、所属職員（事務職員等を除く。）以外の者に部活動の指導業務を委嘱することができる。 

４ 学校は、部活動の年間目標、指導方針、指導内容、指導方法等(以下「指導方針等」という。)を定め、前二項の規

定に基づき部活動の指導業務を行う者は、当該部活動の指導方針等を当該部活動に参加する生徒及びその保護者に示

さなければならない。 

５ 学校は、部活動が当該学校の施設で活動できない場合に、当該学校以外の施設を活動の拠点とすることができる。 

 

● 部活動指導の職務関連性 

  東京都教育委員会においては、既に、部活動指導を本務として校務分掌に位置付けて

いること、人事考課の業績評価の評価項目に位置付けていること、週休日等の部活動指

導は振替休日や特殊勤務手当で対応していることなど職務との関連性を明確にしている。 

  一方、部活動を学校管理運営規則に位置付けていない区市町村教育委員会があること

や、「部活動の指導は、教員の本務ではない。」「部活動指導はボランティアで行っている。」

と誤解している人がいる状況を改善していくことが課題である。 

 

● 中央教育審議会 

平成 20 年 1 月 17 日、中央教育審議会は、「幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特

別支援学校の学習指導要領等の改善について（答申）」において、学校教育活動を「教

育課程内の学校教育活動」と「教育課程外の学校教育活動」に大別し、部活動は「教育

課程外の学校教育活動」の一つであると整理している。 

 

● 学習指導要領 

 文部科学省は、中学校・高等学校学習指導要領において、「教育課程外の学校教育活動」

である部活動について、以下のように言及している。 
 

「学校教育の一環として、教育課程との関連が図られるよう留意すること。」 

 総則「教育課程の実施等に当たって配慮すべき事項」から 

※４は平成26年４月より施行
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